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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第88期

第３四半期
連結累計期間

第89期
第３四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (千円) 34,608,801 44,740,682 49,676,141

経常利益 (千円) 3,699,850 8,074,972 6,030,869

四半期(当期)純利益 (千円) 3,733,132 7,431,927 6,103,627

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 4,067,166 6,619,776 6,170,347

純資産額 (千円) 42,825,999 51,043,769 44,928,992

総資産額 (千円) 74,672,584 78,584,982 77,038,674

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 90.58 180.30 148.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 90.49 180.06 147.95

自己資本比率 (％) 57.2 64.7 58.2

 

回次
第88期

第３四半期
連結会計期間

第89期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 32.64 35.22

(注) １　「売上高」には、消費税等は含まれていない。

２　第88期第３四半期連結累計期間の「四半期包括利益」の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理している。

３　第88期第３四半期連結累計期間及び第88期の「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」の算定にあた

り、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理してい

る。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容について、重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれていない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の内外経済情勢は従来にも増して先行きへの不透明感が強まった。欧米経済は欧

州債務危機の深刻化による金融不安の広がりに伴い、全般に低調に推移し、アジア新興国経済も先進国向け輸出

の低迷やインフレ抑制策等の影響で成長率が鈍化した。国内経済は東日本大震災からの回復過程にあるが、急激

な円高に伴う輸出の鈍化やタイの洪水被害に伴うサプライチェーンの混乱等により、秋以降減速感が強まった。

このような状況の下、当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、売上高447億40百万円(前年同四半

期比29.3％増)、営業利益81億36百万円(同74.1％増)、経常利益80億74百万円(同118.3％増)、四半期純利益74億

31百万円(同99.1％増)という結果になった。

 

以下、セグメントにそくして業績の概要を示すと次のとおりとなる。

 

①　半導体製造装置

当期前半は情報端末、通信インフラ機器などの堅調な需要を背景に設備投資を活発に行った半導体メー

カー各社も、後半に至っては、消費財市場の需要減退を受け、在庫調整や減産の動きを強め、設備投資にも抑制

姿勢を強めるようになった。このため、当セグメントの業績は、当期前半の好調を受け増収・増益ではあった

が、受注は減少傾向となっている。

当第３四半期連結累計期間の当セグメントの業績は、売上高298億70百万円(前年同四半期比26.0％増)、営

業利益49億52百万円(同94.3％増)という結果であった。
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②　計測機器

主要ユーザーである自動車関連業界や工作機械業界においては、国内及びアジア新興国などでの市況が堅

調に推移し、設備投資は緩やかな回復基調が続いた。

当第３四半期連結累計期間の当セグメントの業績は、売上高148億70百万円(前年同四半期比36.4％増)、営

業利益31億83百万円(同49.9％増)という結果であった。

 

(注) なお、上記金額には消費税等は含まれていない。

 

(2) 資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末時点の当社グループの財政状態は、資産合計785億84百万円(うち、流動資産525

億79百万円、固定資産260億５百万円)に対し、負債合計275億41百万円、純資産合計510億43百万円となっている。

①　資産

売上の拡大に伴う売上債権の増加と新工場建設の結果としての「建物及び構築物」の増加が主な要因とな

り、当第３四半期連結会計期間末の資産の総額は、前連結会計年度末に対し15億46百万円増加した。

②　負債

有利子負債である「社債」と「長期借入金」の返済を進めた結果、当第３四半期連結会計期間末の負債の

総額は、前連結会計年度末に対し45億68百万円減少した。

③　純資産

四半期純利益の計上が主要な要因となり、当第３四半期連結会計期間末の純資産の総額は、前連結会計年度

末に対し61億14百万円増加した。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は生じていな

い。また、新たに生じた課題もない。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は26億９百万円である。なお、当第３四半期連結累計期間にお

いて、研究開発活動の状況についての重要な変更は行なっていない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 110,501,100

計 110,501,100

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,253,98141,253,981
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株である。

計 41,253,98141,253,981― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基づき発行

された新株予約権の権利行使を含む。)により発行された株式数は含まれていない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年12月31日 ― 41,253,981 ― 10,215,761 ― 17,587,886

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、記載す

ることが出来ないので、直前の基準日である平成23年９月30日現在での記載をしている。

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 32,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,170,000 411,700 ―

単元未満株式 普通株式 51,981 ― ―

発行済株式総数 41,253,981 ― ―

総株主の議決権 ― 411,700 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式85株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京精密

東京都八王子市石川町
2968番地２

32,000 ― 32,000 0.08

計 ― 32,000 ― 32,000 0.08

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,222,951 15,353,599

受取手形及び売掛金 18,796,807 ※1
 21,292,601

商品及び製品 797,437 1,190,078

仕掛品 10,546,881 9,823,725

原材料及び貯蔵品 2,733,940 2,993,937

その他 1,967,860 2,046,187

貸倒引当金 △245,688 △120,615

流動資産合計 50,820,190 52,579,513

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,349,792 9,285,200

その他（純額） 9,631,855 8,739,556

有形固定資産合計 16,981,648 18,024,756

無形固定資産

のれん 1,497,367 1,247,806

その他 428,079 268,396

無形固定資産合計 1,925,447 1,516,202

投資その他の資産

その他 7,328,143 6,480,171

貸倒引当金 △16,753 △15,661

投資その他の資産合計 7,311,389 6,464,509

固定資産合計 26,218,484 26,005,468

資産合計 77,038,674 78,584,982

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,568,669 ※1
 12,182,335

短期借入金 1,300,000 1,300,000

未払法人税等 521,257 263,022

引当金 660,987 413,435

その他 7,142,012 7,089,262

流動負債合計 21,192,927 21,248,055

固定負債

社債 3,000,000 －

長期借入金 4,900,000 3,700,000

退職給付引当金 2,403,779 1,656,338

役員退職慰労引当金 88,657 97,995

その他 524,318 838,823

固定負債合計 10,916,755 6,293,157

負債合計 32,109,682 27,541,212
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,209,713 10,215,761

資本剰余金 21,227,370 21,233,374

利益剰余金 13,805,502 20,695,235

自己株式 △108,276 △108,294

株主資本合計 45,134,308 52,036,078

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △17,004 △568,837

為替換算調整勘定 △315,618 △593,512

その他の包括利益累計額合計 △332,622 △1,162,350

新株予約権 127,306 170,041

純資産合計 44,928,992 51,043,769

負債純資産合計 77,038,674 78,584,982
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 34,608,801 44,740,682

売上原価 23,868,283 30,011,894

売上総利益 10,740,517 14,728,788

販売費及び一般管理費

販売費 4,031,668 4,402,611

一般管理費 2,035,465 2,190,079

販売費及び一般管理費合計 6,067,133 6,592,691

営業利益 4,673,383 8,136,097

営業外収益

受取利息 3,003 7,970

受取配当金 49,358 61,825

貸倒引当金戻入額 59,448 133,936

償却債権取立益 － 271,294

その他 78,470 113,064

営業外収益合計 190,279 588,092

営業外費用

支払利息 415,061 318,906

為替差損 705,918 199,508

その他 42,831 130,801

営業外費用合計 1,163,812 649,216

経常利益 3,699,850 8,074,972

特別利益

土地売却益 872,680 －

投資有価証券売却益 16,004 －

退職給付制度改定益 － 279,349

新株予約権戻入益 41 491

特別利益合計 888,727 279,841

特別損失

土地売却損 － 3,520

投資有価証券評価損 453,661 76,625

特別損失合計 453,661 80,146

税金等調整前四半期純利益 4,134,916 8,274,667

法人税、住民税及び事業税 364,817 435,619

法人税等調整額 36,966 407,119

法人税等合計 401,783 842,739

少数株主損益調整前四半期純利益 3,733,132 7,431,927

四半期純利益 3,733,132 7,431,927
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,733,132 7,431,927

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 162,669 △551,832

為替換算調整勘定 171,365 △260,318

その他の包括利益合計 334,034 △812,151

四半期包括利益 4,067,166 6,619,776

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,067,166 6,619,776

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

　　ACCRETECH TAIWAN CO., LTD.については、重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含め

ている。

　　なお、ACCRETECH USA, INCについては、平成23年９月30日に清算手続きを結了したが、同日(平成23年９月30日)

までの損益計算書を連結している。

(2) 変更後の連結子会社の数

　　10社

 

【会計方針の変更等】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

(会計方針の変更)

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30

日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日)

を適用している。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額

のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更している。

　なお、これによる影響については「１株当たり情報に関する注記」に記載している。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

該当事項なし。

 

【財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】

当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

該当事項なし。
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【追加情報】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

(1) 会計上の変更及び誤謬の訂正

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用している。

 

(2) 退職金制度の変更

　当社は、平成23年10月２日より退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ、適格退職年金制度を確定給付年

金制度へそれぞれ移行している。また、この移行に伴う会計処理については「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用している。

　なお、本制度変更に伴い、当第３四半期連結累計期間において退職給付制度改定益279,349千円を特別利益とし

て計上している。

 

(3) 法定実効税率の変更

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が公布され、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度よ

り法人税率が変更されることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実

効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなった。

　平成24年３月31日まで　　　　　　　　　　40.69％

　平成24年４月１日から平成27年３月31日　　38.01％

　平成27年４月１日以降　　　　　　　　　　35.64％

　この税率の変更により繰延税金資産の純額は320,608千円減少し、当第３四半期連結累計期間に費用計上され

た法人税等調整額の金額は320,608千円増加している。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、

当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 

 
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 ― 155,468千円

支払手形 ― 257,183千円

 

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項なし。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

減価償却費 1,319,049千円 1,386,095千円

のれんの償却額 249,561千円 249,561千円

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月10日
取締役会

普通株式 206,069 5 平成22年９月30日平成22年12月１日利益剰余金

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項なし。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月27日
定時株主総会

普通株式 206,087 5 平成23年３月31日平成23年６月28日利益剰余金

平成23年11月10日
取締役会

普通株式 329,775 8 平成23年９月30日平成23年12月１日利益剰余金

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント

合計
半導体製造装置 計測機器 計

売上高     

　外部顧客への売上高 23,705,74410,903,05734,608,80134,608,801

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ―

計 23,705,74410,903,05734,608,80134,608,801

セグメント利益 2,549,024 2,124,359 4,673,383 4,673,383

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
半導体製造装置 計測機器 計

売上高     

　外部顧客への売上高 29,870,14914,870,53344,740,68244,740,682

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ―

計 29,870,14914,870,53344,740,68244,740,682

セグメント利益 4,952,685 3,183,411 8,136,097 8,136,097

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(企業結合等関係)

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 90円58銭 180円30銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 3,733,132 7,431,927

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 3,733,132 7,431,927

普通株式の期中平均株式数(株) 41,213,104 41,219,200

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 90円49銭 180円06銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) ― ―

(うち、支払利息(税額相当額控除後)) ― ―

普通株式増加数(株) 41,604 55,901

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(会計方針の変更)

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年

６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22

年６月30日)を適用している。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック

・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公

正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更している。

なお、これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の金額は、上記金額と同額である。

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

平成23年11月10日開催の取締役会において、平成23年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は

登録株式質権者に対し、次のとおり第89期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)中間配当金を支払うこと

を決議した。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 329,775千円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　８円

③　支払開始日　　　　　　　　　　　　　　　平成23年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社東京精密(E02289)

四半期報告書

21/22



独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成24年２月13日

株式会社東京精密

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　志　　村　　さ や か　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　谷　　口　　公　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東
京精密の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成23年10月１
日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記
について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京精密及び連結子会社の平成23年12月31日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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